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尾道市本庁舎テナント運営者選定プロポーザル実施要領 

 

１ 目的 

本要領は、尾道市役所本庁舎（以下「本庁舎」という。）のテナントスペース（以

下「店舗」という。）に売店等を誘致することで次の目的を実現するため、売店等

を運営する事業者（以下「テナント運営者」という。）を公募型プロポーザル方式

により選定するために必要な事項を定める。 

(1) 本庁舎の営業時間（市役所開庁時間及び共用スペースの開放時間）において、

来庁者に飲食物等を提供すること。 

(2) 尾道ならではと思わせる商品を置くなど、尾道市（以下「本市」という。）

の魅力発信の場の１つとなること。 

(3) 本庁舎を有効活用することで、本市の歳入を増加させること。 

 

２ 事業概要 

事業内容及び物件概要は、下表のとおりとし、物件の詳細図面等は、添付資料

「本庁舎図面（配置図・平面図）（別添②）」を参照すること。 

項 目 内 容 及 び 概 要 

事業内容 売店等の運営 

＜売店等の定義＞ 

業務の範囲 店舗内で飲食物等の販売を行う。 

飲食物等 

及び商品の

範囲 

弁当、パン、サンドイッチ、菓子類など、調理済み

のもので、そのまま提供できるものとする。 

飲料は、テイクアウトコーヒー、ジュースなど、ア

ルコールを含まないものとする。また、本庁舎内に

設置した自動販売機２台の缶・ペットボトル商品と

重複しないよう配慮することとする。 

その他物品（土産物、小物等）の販売も可とする。 

様式第４－２号で販売予定商品を提案すること。 

営業日 土日祝日も含め、年間通しての営業が可能であるこ

とを踏まえ、様式第４－２号で予定営業日を提案す

ること。 

営業時間 午前７時から午後９時までの範囲で、６時間以上営

業でき、市役所開庁時間（午前８時３０分から午後

５時１５分）は開店していることが望ましい。 

様式第４－２号で予定営業時間を提案すること。 
 

所 在 地 尾道市久保一丁目１５番１号 本庁舎内 

建物階層 地下１階、地上５階 
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店舗位置 本庁舎１階の一部（北西角） 

面 積 約５４㎡。ただし、区画内に建物構造の柱があるため、有効面積は

これ以下となる。 

賃 料 (1) 賃料は、月額１５万円（取引に係る消費税及び地方消費税の額

を含む。）とする。 

(2) 賃料以外の費用負担は、別表１「費用区分」を参照のこと。 

(3) 賃料について、新型コロナウイルス感染症等の影響により不測

の事態が生じた場合は、減免について協議することができる。 

各種設備 (1) 店舗内の既設の照明、エアコン及びコンセント電源を利用する

ことができる。 

(2) 店舗内の既設の給排水設備を利用することができる。 

(3) テナント運営者の従業員は、本庁舎１階トイレを利用できる。 

(4) 原則として、外装・内装工事を行わずに開店できる方式でのテ

ナント利用とする。現在のカフェ事業者は、カウンターやバック

ヤード等の固定内装は残すが、運営に当たって必要となる機械器

具類、什器類は、新たなテナント運営者が準備すること。什器類

は、テナント運営期間中は店舗内に常設できる。 

外部看板 店舗外部に立看板等を設置する場合は、事前に本市の承認を得るこ

と。 

運営期間 (1) 賃貸借契約の期限は、開店日から起算して１年を経過した日ま

でとする。開店日は事業者選定後速やかに調整を行い、協議して

決める。 

(2) テナント運営者が賃貸借契約の更新を希望する場合は、本市と

更新の可否を協議することができる。更新できる場合の契約期間

は、１年から５年の間で協議して定める。 

(3) テナント運営者は、賃貸借契約を解除しようとするときは、本

市に対して３か月前までに文書で通知すること。 

駐 車 場 (1) 本庁舎には、来庁者や観光客が利用可能な１９８台分の駐車場

がある。 

(2) 現在、本庁舎の駐車場は、入庫から一律３０分無料の運用を行

っている。 

駐 輪 場 (1) 本庁舎の北側には、約４０台分の駐輪場がある。  

(2) サイクリストの立寄りを想定し、サイクルスタンドを設置して

いる。  

そ の 他 (1) 本庁舎の職員数は、６００人程度を予定する。 

(2) 本庁舎の来庁者数は、集計していないが、庁舎の駐車場は、平

日は約１，０００台、休日は約５７０台（令和４年１月平均）の

利用がある。 

(3) 店舗は、本庁舎から独立した区画となっており、本庁舎の営業
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時間に関係なく開店することができる。 

(4) 本庁舎では、屋上の展望デッキなどを夜間・休日も開放し、集

客を図るようにしている。（開放時間は、午前８時３０分から午後

９時まで） 

特記事項 (1) 本庁舎の１階と５階にそれぞれ約１．７㎡の自動販売機設置ス

ペースがあり、別途入札により賃貸借人を決定している。 

(2) 本庁舎において、正午から午後１時までの１時間、福祉事業所

がロビー等で弁当、パン、パックジュース等の販売を行っている。 

 

３ 選考方式 

(1) 候補者の選考は、尾道市本庁舎テナント運営者選定委員会（以下「委員会」

という。）において行う。 

(2) 候補者の選考は、提出された書類により審査を行い、最優秀者１者及び優秀

者１者を特定する。 

(3) 委員会は、本市関係部門の部課長級職員５名で構成する。 

 

４ 選定スケジュール 

内   容 日   時 

実施要領等の配布、参考資料の配布、資料閲覧 
令和４年３月１１日（金） 

から 

質問書の受付期限 
令和４年３月１８日（金） 

午後５時まで 

質問書に対する回答 
令和４年３月２２日（火） 

までに随時回答 

参加表明書等の受付期限 
令和４年３月２５日（金） 

午後５時まで 

参加資格確認結果通知書及びプロポーザル関係

書類提出要請書の発送 
令和４年３月２８日（月） 

提案書等の受付期限 
令和４年４月８日（金） 

午後５時まで 

書類審査 
令和４年４月１１日（月） 

～同月下旬（予定） 

（必要に応じてプレゼンテーション、ヒアリング

を実施：令和４年４月１２日（火）までに通知） 
令和４年４月中旬～下旬 

選定結果通知書の発送 令和４年４月下旬（予定） 

 

５ 参加資格 

本選考に参加することができる者は、次のいずれにも該当する事業者とする。 
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(1) 本市内に本店、支店等の運営拠点を有すること。 

(2) 本市に納付すべき市税の滞納がないこと、並びに国に納付すべき消費税及び

地方消費税を滞納していないこと。 

(3) 公告の日において、日本国内において飲食物等の販売、小売の運営事業を継

続して５年以上実施している実績を有する者であること。 

(4) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当

する者でないこと。 

(5) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づいて更生手続開始の申立て

がなされている者及び民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づいて再

生手続開始の申立てがなされている者である場合にあっては、手続開始の決定

がなされていること。 

(6) 代表者又は自社の役員等が、尾道市暴力団排除条例（平成２４年条例第１３

号）第２条第２号又は第３号に該当しないこと。 

(7) 営業に当たって必要となる保健所等の営業許可等が受けられる見込みがあ

り、開店までに必要な許可等を受けることができること。 

 

６ 応募者の制限 

  次に該当する者は、参加資格を満たしている者であっても、本プロポーザルに

応募できない。 

(1) 委員会の委員及びその親族 

(2) 委員会の委員及びその親族が主宰、役員又は顧問をしている営利組織に属し

ている者 

(3) 委員会の委員が属する企業又はその企業と資本面若しくは人事面において

関連がある者（「資本面において関連がある者」とは、当該企業の発行済株式

総数の１００分の５０を超える出資をしている者をいい、「人事面において関

連がある者」とは、当該企業の代表権を有する役員を兼ねている者をいう。） 

 

７ 参加手続等 

(1) プロポーザルに係る書類等の配布 

令和４年３月１１日（金）から３月２５日（金）までの間に、尾道市ホーム

ページからダウンロードすること。 

  （URL：http://www.city.onomichi.hiroshima.jp/） 

(2) 質問書の提出 

プロポーザルの内容について質問がある場合は、質問書（様式第６号）を作

成し、次のとおり提出すること。 

ア 受付期間  

(ｱ) 令和４年３月１８日（金）午後５時まで 

(ｲ) 持参による受付は、土・日曜日及び祝日（以下「休日」という。）を除

く午前９時から午後５時までとする。 
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イ 提出方法 

本要領第１４項の事務局へ持参、郵送、ファックス又は電子メールのいず

れかの方法により提出するものとする。（受付期間内必着） 

ウ 回答方法 

受け付けた質問に対する回答は、令和４年３月２２日（火）までに随時本

市ホームページに掲載することとし、個別の回答は行わない。 

 

(3) 参加表明書等の提出 

ア 受付期間 

(ｱ) 令和４年３月１１日（金）から同月２５日（金）午後５時まで 

(ｲ) 持参による受付は、休日を除く午前９時から午後５時までとする。 

イ 提出方法 

本要領第１４項の事務局へ持参又は郵送（一般書留、簡易書留又は特定記

録郵便に限る。）により提出するものとする。（受付期間内必着） 

ウ 提出書類 

様 式 等 提出部数、留意事項等 

参加表明書（様式第１号） １部 

参加表明書等受領書（様式第

２号） 

１部 

参加表明書受付時、本市担当者が受付印を押

印の上、提出者に返却する。 

郵送で提出する場合は、８４円切手を貼付し

た返信用封筒を同封すること。 

エ 添付書類 

書 類 名 提出部数、留意事項等 

登記事項証明書 １部 

写し可。３か月以内のもの 

法務局が発行する履歴事項全部証明書又は

現在事項全部証明書 

市税完納証明書（本市に納税

義務のある事業者に限る。） 

１部 

写し可。３か月以内のもの 

消費税及び地方消費税の納

税証明書 

１部 

写し可。３か月以内のもの 

管轄の税務署で交付される、納税証明書「そ

の３ 未納税額のない証明用」（消費税及び

地方消費税に係るもの）又は「その３の２」、

「その３の３」でも可とする。 

(4) 参加資格審査と結果の通知 
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尾道市長は、参加表明者の参加資格を審査し、その結果を「参加資格確認結

果通知書」により通知する。また、参加資格がある者には併せて「提案書提出

要請書」を送付する。 

 

８ 提案書等の提出 

(1) 提案書等の提出 

ア 受付期間 

(ｱ) 令和４年３月２８日（月）から令和４年４月８日（金）午後５時まで 

(ｲ) 持参による受付は、休日を除く午前９時から午後５時までとする。 

イ 提出方法 

本要領第１４項の事務局へ持参又は郵送（一般書留、簡易書留又は特定記

録郵便に限る。）により提出するものとする。（受付期間内必着） 

ウ 提出書類 

様 式 等 提出部数、留意事項等 

提案提出書（様式第３号） １部 

提案書（様式第４－１～４－３号） ６部 

Ａ３版で作成すること。 

様式第４－３号の提出は任意とする。 

提案書等受領書（様式第５号） １部 

提案書受付時、本市担当者が受付印を

押印の上、提出者に返却する。 

郵送で提出する場合は、８４円切手を

貼付した返信用封筒を同封すること。 

(2) 提案を求めるテーマ 

様式第４号は、次に掲げるテーマについて提案を記載すること。 

ア テーマ１ 『これまでの実績について』（様式第４－１号） 

 (ｱ) 日本国内の売店等の数、平均来店者数などの事業情報 

 (ｲ) 既存売店等の写真、商品、価格、客層、採算性などの情報 

イ テーマ２ 『本庁舎テナントのコンセプトについて』（様式第４－２号） 

 (ｱ) 店舗の営業日、営業時間、販売方針、採算性の見込みなど 

 (ｲ) 商品、価格の設定案 

(ｳ) 売店等のレイアウト案（手書き可） 

(ｴ) 従業員の教育体制 

ウ テーマ３ テーマ１及び２以外の事項で、独自にテーマを設定するものが

あれば提案すること。（様式第４－３号）（任意） 

 (例) 尾道の魅力発信の方法 

尾道をＰＲするオリジナル商品 

利用者向けクーポンなどのサービス 等 
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９ 選考 

(1) 特定 

選考会において、提案書の内容を書類審査、採点のうえ、最優秀の者を最優

秀者に、次点者を優秀者として特定する。書類審査のみでの採点が困難である

と委員会が判断した場合は、プレゼンテーション及びヒアリング（以下「プレ

ゼンテーション等」という。）を実施することがある。 

 (2) プレゼンテーション等を実施する場合は、以下のとおりとする。 

ア 令和４年４月１２日（火）までに担当者へプレゼンテーション等を実施す

る旨を連絡するとともに「選考会参加要請書」をファックス及び郵送で送付

する。 

イ プレゼンテーション等の実施日時及び場所は、「選考会参加要請書」によ

り通知する。 

ウ 選考会には、出店責任者を含む３名以内が出席できる。出店責任者は必ず

出席すること。 

エ プレゼンテーション等に当たっての留意事項 

(ｱ) プレゼンテーションは、提出した提案書の内容及びその補足説明につ

いてのみ行うこと。 

(ｲ) 資料の追加配布（提出していない資料をプロジェクターで投影する等

の行為を含む。）は、認めない。会場には、ノートパソコン、プロジェク

ター及びスクリーンを本市が用意する。 

(ｳ) プレゼンテーション等は非公開により実施する。 

 

(2) 結果通知 

審査の実施後、文書及び電子メールで通知するとともに、本市ホームページ

にて公表する。 

(3) 審査項目 

審査項目は別表２のとおりとし、「ア 事業者の実績」及び「イ コンセプ

ト」の点数を合算した合計点数の順位により、最上位の者を最優秀者として選

定する。合計点数の同じものが２者以上あるときは、「イ コンセプト」の点

数の高いものを上位として順位を決定し、更に点数が同じものが２者以上ある

ときは、くじにて順位を決定する。ただし、参加表明者のア及びイの採点小計

がア及びイの配点小計の５０％未満の場合は、候補者の対象とはならない。 

 

１０ 賃貸借契約に関する事項 

(1) 契約の相手方の特定 

本市は、最優秀者として特定した者を店舗賃貸借契約に係る随意契約の相手

先とするとともに、店舗内観、外観及び設備等の詳細内容を協議し、開店に必

要な事項について調整・協議を行うものとする。ただし、次のいずれかに該当
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し、賃貸借契約が締結できない場合は、優秀者を契約の相手先として再度特定

するものとする。 

ア 最優秀者が、地方自治法施行令第１６７条の４に規定する者に該当するこ

ととなったとき。 

イ 最優秀者が、特定後に本要領第１１項に掲げる失格条項に該当して失格と

なったとき。 

ウ 最優秀者が賃貸借契約の締結を辞退したとき。 

(2) 仕様及び実施条件 

 賃貸借物件の仕様については、提案書に記載された内容を尊重し、賃貸人、

賃借人協議の上で定める。 

(3) 契約 

賃貸借契約は、尾道市契約規則（昭和３９年規則第２８号）によるものとす

る。 

(4) 失格による契約の解除 

賃貸借契約後に、契約者が本要領第１１項に定める失格条項に該当していた

ことが明らかとなった場合には、契約の解除を行うものとする。 

 

１１ 参加者の失格 

参加者が次のいずれかに該当した場合には、その者の提出した参加表明書及び

提案書を無効とし、提出者は本プロポーザルへの参加資格を失う。 

(1) 提出書類が、指定する様式によらないほか、次のいずれかに該当する場合 

ア 受付期限並びに提出場所及び方法が指定と異なる場合 

イ 記載上の留意事項に沿った書類の提出がなかった場合 

ウ 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていない場合 

エ 許容された表現方法以外の表現が用いられている場合 

オ 虚偽の記載をした場合。契約締結後に判明した場合においても同様とする。 

(2) 委員会及び事務局関係者に、直接、間接を問わずプロポーザルに関して不正

な接触又は要求をした場合 

(3) 審査の公平性に影響を与える行為があったと委員会が認めた場合 

 

１２ その他 

(1) 本件に係る費用負担 

提案書等の作成、提出など、本プロポーザルの参加に要する費用は、その一

切を参加者の負担とする。 

(2) 書類提出に当たっての留意事項 

ア 提出書類について、持参以外の方法による場合の不達及び遅配を原因とす

る提出者の不利益が生じても、本市はこの責めを負わない。提出者において

は、特定記録郵便等の利用又はファクス若しくは電子メールの着信確認を行

うなどの対策を講じること。 
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イ 提出された参加表明書及び提案書は、それぞれの提出期限までは自由に変

更することができる。ただし、変更しようとする場合は、提出された書類を

持ち帰り、改めて変更された書類を提出すること。 

ウ 提出期限を過ぎた後は、参加表明書及び提案書を変更することはできない。 

(3) 使用言語及び通貨 

   提出書類等の作成に用いる言語、通貨及び単位は、日本語、日本国通貨並び

に日本国の標準時及び計量法（平成４年法律第５１号）に定める単位に限る。 

(4) 提案書等の取扱い 

ア 提出された参加表明書及び提案書は、返却しない。 

イ 提出された参加表明書及び提案書の著作権は提出者に帰属するものとし、 

提出者に無断で利用しない。ただし、本市は、本プロポーザル手続及びこれ

に係る事務処理に必要な範囲において、提案書等の複製、記録及び保存を行

う。 

ウ 最優秀者に特定された提案書は、本プロポーザルにおける審査、評価及び

特定結果についての説明責任を果たすべき趣旨から、その内容を公開する。 

(5) 追加資料 

業務実績等の確認のため、追加資料の提出を求めることがある。 

 

１３ 添付資料 

(1) 提出書類の様式（別添①） 

(2) 本庁舎図面（配置図・平面図）（別添②） 

 

１４ 事務局（問合せ先） 

尾道市役所総務部総務課 藤原 

〒722－8501 尾道市久保一丁目１５番１号 

電 話 （０８４８）３８－９３３４（直通） 

ＦＡＸ （０８４８）３７－２７４０ 

電子メールアドレス somu@city.onomichi.hiroshima.jp 
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別表１ 

費 用 区 分 
 

項目 内容 本市 事業者 

店舗賃借料  － ○ 

契約保証金 尾道市契約規則第５条の定めによる。 － ○ 

光熱水費 

店舗壁面の間接照明（北面及び西面）及び

西面自動ドアの電気代 
○ － 

照明、エアコン及びコンセント等の電気代 － ○ 

店舗の備品等 

運営に必要な什器類（棚、机、冷蔵庫等） 

※現在のカフェ事業者が残置する物品及び

設備は引き続き利用可能 

－ ○ 

店舗内の清掃費  － ○ 

ごみ処分費 
販売に当たって生じたごみは、法令に基づ

きテナント運営者が処理すること。 
－ ○ 

販売する商品の調

達に係る費用 
 － ○ 

消耗品費  － ○ 

人件費  － ○ 

各種許可等に係る

申請手数料等 
 － ○ 

自動ドア保守費 定期メンテナンスは、本市が実施する。 ○ － 

空調設備保守費 定期メンテナンスは、本市が実施する。 ○ － 
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別表２ 

審 査 項 目 

 
審査項目 配点 

ア 事業者の実績 
日本国内での運営実績 １０ 

既設売店等の魅力度 １０ 

イ コンセプト 

出店の意気込み ２０ 

商品と設定価格 ２０ 

サービス ２０ 

店舗レイアウトプラン １０ 

その他独自提案 １０ 

合  計 １００ 

 


